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１．問題と目的
　学校教育法の一部改正を受け、特別支援教育が法的
に位置づけられた平成19年度、高等学校への特別支援
教育の導入が開始された。実際に全国の高等学校にお
いて校内委員会の設置や特別支援教育コーディネー
ター（以下、コーディネーター）の指名などの基本的
支援体制が本格的に整備されるのは平成20年度からで
あるが、その中でも、宮城県は支援体制状況の整備が
著しく進行した自治体の一つである。文部科学省が調
査した「特別支援教育体制整備状況調査」では、平成
19年度の仙台市を除く宮城県内の整備状況は、いずれ
の項目においても全国平均より下回っており、東北６
県の中で整備体制が最も遅れた県であった（表１）。
しかし、平成20年度にはコーディネーターの指名率が
100％となり、その他の項目も全国平均に近い数値に
まで上昇し、東北６県の最下位を脱した。
　一見すると、宮城県における高等学校への特別支援
教育の導入は順調に進んでいるように見えるが、平成
20年度に宮城県で開催されたコーディネーター養成研
修における各高等学校の報告書を分析すると、特別支
援教育の導入を積極的に試みている学校はごく少数に
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要　旨
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とどまった。そして、多くのコーディネーターは、何
からどのように取り組んでいいのか分からず、具体的
な指導方法や支援に関する資料・情報の提供を求めて
いた。
　同研修における報告書のテーマは「校内の支援体制
の整備状況」であり、⑴現状と課題、⑵対策と工夫、
⑶コーディネーターとして感じていること、の３項目
について各学校の整備状況を報告するよう求められて
いた。その中でも、⑶には各学校のコーディネーター
が抱える不安を綴ったものが多く、主な不安材料をま
とめると、以下の５点であった。
　・発達障害に関する知識・理解不足
　・一部または特定の教員のみが対応
　・人的・物理的・時間的に支援体制が不十分
　・生徒の実態把握が困難
　・保護者や中学校との連携のあり方が不明確
　これらはそれぞれ独立した課題ではなく、全てが関
連したものであると考えられる。生徒の実態を把握す
るためにはある程度の障害に関する知識や情報が必要
であるが、特別支援教育が導入されたばかりの高等学
校では支援体制や指導方法に関する情報は非常に少な
い。そのため、生徒の実態を把握し、その困難さを理
解することさえ難しいのである。このように、生徒の
抱える問題の把握が行われにくい状況下では、校内で
の支援体制の確立もしようがなく、何らかの特別な支
援が必要な生徒が在籍していたとしても、その困難さ
に気づいた一部の教員や学年のみの対応とならざるを
得ないであろう。
　もちろん、高等学校への特別支援教育の導入が、初
めから学校任せにされていた訳ではなく、支援体制の
構築が滞りなく進められるよう、宮城県教育委員会で
は、コーディネーターの指名率が100％となる直前の
平成20年３月に「特別支援教育ハンドブック」を刊行
している。このハンドブックは、文部科学省初等中等
教育局長から発出された「特別支援教育の推進につい
て」をベースとし、支援体制を整備するために必要な
知識や、これまで行われてきた宮城県内の小中学校を
中心とした事例報告を記載したものである。さらに、
生徒の実態を把握するための資料として、発達障害の
特性に関わる調査を簡易的に行うための調査シートや
チェックリスト類も掲載されており、実践的な内容と
なっている。しかし、発達障害に関する知識や情報が
少ない高等学校の教員にとって、既存の実態調査のた
めのシートやチェックリストは専門的であり、どのよ
うに活用し、どのように処理すべきか判断が難しい。
まず何よりも、だれが、どのような生徒に対してそれ
らの調査を行うべきか、対象生徒を絞り込むという基
礎的なこと自体が、特別支援教育の歴史がない高等学
校では困難な作業なのである。
　これまで、高等学校に在籍する発達障害のある生徒
の在籍状況や教育実態に関する調査（内野・高橋、
2006）や高等学校における教員の理解と意識に関する
調査（春原、2008）は行われてきたが、高等学校にお
いて生徒の実態を継続的に調査し、その調査方法に関
して検討した研究はほとんどない。高等学校における
特別支援教育をより充実したものにするためには、生
徒の実態を把握することはもちろん、高等学校の現状
をより具体的に把握することが重要になるであろう。
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表１　東北における特別支援教育体制の整備状況の割合（％）の推移
校内委員会の設置 実態把握の実施 コーディネーターの指名
年　　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21
全　国　平　均 50.3 89.5 95.4 35.1 69.5 77.7 47.4 87.4 93.1
青　森 57.6 81.4 100.0 27.1 45.8 49.2 26.8 59.3 64.4
岩　手 72.5 80.0 84.1 42.0 72.3 76.2 85.5 92.3 93.7
宮　城 20.0 82.1 88.6 21.4 51.3 61.4 14.3 100.0 100.0
（仙台市） 100.0 100.0 100.0 50.0 100.0 75.0 100.0 100.0 100.0
秋　田 36.0 100.0 100.0 26.0 100.0 80.4 14.0 100.0 100.0
山　形 54.2 100.0 100.0 31.3 62.5 83.3 20.8 100.0 100.0
福　島 100.0 100.0 100.0 36.0 100.0 65.9 100.0 100.0 100.0
注：文部科学省調査統計を基に作成。
　以上のことから、本研究では特別支援教育が導入さ
れてまだ間もない高等学校において、発達障害に関す
る専門的知識を有する教員が少ないという現状を踏ま
え、生徒の実態を把握するための調査票を作成し、実
践することでその効果を検証することを目的とする。
そのため、宮城県内の県立高等学校１校（以下、Ａ高
校）で２年間に渡り継続的調査研究を行い、その調査
結果から生徒の特性に対する教員の認識とその傾向に
ついて分析することで、特別支援教育を推進するため
に不可欠である、生徒の実態把握のあり方を考察する。
　Ａ高校は、宮城県仙台市外にある１学年５クラス編
成の中規模校であり、８割の生徒は進学を希望する普
通科の学校である。数年前に男子校と女子校が統合し
共学校となったが、統合以前の男子校、女子校は共に
長い歴史を持ち、統合後も地域の拠点校という位置づ
けにある。平成20年度のコーディネーター養成研修の
Ａ高校の報告書では、発達障害の診断名を持つ生徒は
在籍していないが、気になる生徒が複数名在籍してい
るとのことであった。しかし、それらの生徒の実態把
握を行う方法については懸案中であり、これから支援
体制の整備を開始する段階であった。これまでに発達
障害の生徒が在籍したことのある、または現在そのよ
うな生徒が在籍している高等学校では、何らかの支援
が行われていることが予想される。しかし、Ａ高校の
ように特別支援教育を初めて導入する高等学校で調査
研究することは、高等学校における特別支援教育の導
入過程と並行しており、特別支援教育に対する教員の
意識を把握する上でも意義のあることだと考える。
２．方法
１）調査対象
　平成21年度及び平成22年度に、Ａ高校に所属する教
員（常勤・非常勤講師含む）に「生徒実態調査票Ⅰ」
（以下、「調査票Ⅰ」）を配布し回答を求めたところ、
平成21年度は配布した43名中41名から、平成22年度は
39名中32名から回答を得ることができた（平成21年度
の回収率95.3％、平成22年度の回収率82.1％）。調査項
目に「該当する生徒がいる」と回答した教員は、平成
21年度29名、平成22年度23名であり、調査項目の該当
生徒として名前のあがった生徒を調査対象とした。以
下、回答を求められたＡ高校の教員を「回答者」、調
査項目に該当した生徒を「該当生徒」と記す。
２）調査実施日及び方法
　「調査票Ⅰ」を配布するにあたり、平成21年５月中
旬にＡ高校の校内委員会で本調査の方針について説明
し、了承を得た。その後、同年５月下旬に行われたＡ
高校の職員会議に調査の提案をし協力を仰いだ上で、
各教員に「調査票Ⅰ」を配布した。「調査票Ⅰ」には、
同年６月５日から12日までの期間で回答してもらっ
た。各教員は、担当学年や教科指導などの該当生徒へ
の直接的指導の有無に関わらず、学校生活全般におい
て調査項目に該当する生徒がいるかどうか、生徒の特
性について気になる点や気付いたことを自由に記述す
るよう求められた。
　平成22年度も、平成21年度に配布した「調査票Ⅰ」
と同じ様式を用い、平成22年５月28日から６月４日の
期間に実施した。
３）「調査票Ⅰ」の作成
　「調査票Ⅰ」の項目は、本郷・相澤他（2009）を参
考に作成された。「調査票Ⅰ」は、はじめに学校生活
において気になる生徒、または、学校生活を継続する
上で不安を感じる生徒の人数を記入してもらい、気に
なる生徒として「該当する生徒がいる」と回答した場
合、その該当生徒の学年、組、番号、氏名とともに生
徒の気になる様子を具体的に記述してもらう２段階形
式とした。記述欄は、発達障害に関する専門的知識の
有無や理解度に関わらず回答することができるよう、
あらかじめ不安項目を６つ（「学習面」、「生活面」、「行
動面」、「健康面」、「家庭環境」、「その他」）提示し、
それらを参考に教員の日常の気づきを自由に記述して
もらう形式とした。また、支援の必要性や緊急性など、
回答内容の詳細について回答者に確認できるよう、記
名式とした。
３．結果
１）在籍生徒数に対する該当生徒の割合と男女の内
訳
⑴　平成21年度の該当生徒数及び男女比
　 　平成21年度の在籍生徒549名（男子257名、女子
－189－
高等学校の特別支援教育における教員の気づきを利用した継続的な実態把握調査の有用性
292名）のうち、いずれかの不安項目に該当した生
徒は39名であった（男子26名・10 .1％、女子13名・
4.5％、全体7.1％）。該当生徒39名の男女比は、男子
66 .7％、女子33 .3％と、該当生徒の６割以上が男子
であった。在籍生徒数に占める該当生徒数の割合を
男女別に見ると、男子は学年によってばらつきが
あったが、女子は学年が上がるにつれて、その割合
が減少していた（表２）。
⑵　平成22年度の該当生徒数及び男女比
　 　平成22年度の在籍数553名（男子248名、女子305
名）のうち、いずれかの不安項目に該当した生徒は
41名であった（男子31名・12.5％、女子10名・3.3％、
全体7.3％）。該当生徒41名の男女比は、男子が
75 .6％、女子が24 .4％であり、該当生徒に占める男
子の割合は７割を超えていた。在籍生徒数に占める
該当生徒数の割合を男女別に見ると、学年が上がる
につれて男子はその割合が減少していたが、女子で
は１、２学年の割合が低く３学年が最も多かった。
⑶　平成21年度と平成22年度の比較
　 　平成22年度の２学年の在籍数を見ると、１年前の
平成21年度１学年時には169名いた生徒が２学年で
は168名に減少していた。同じく３学年では、平成
21年度２学年時には187名いた生徒は３学年では185
名であり、それぞれの学年で学年進行とともに１な
いし２名の生徒が在籍移動をしていた。年度と学年
によって在籍する生徒数にばらつきがあるが、平成
21年度を見ると２、３学年の在籍数の方が１学年の
在籍数より多いこと、平成22年度では２、３学年は
前年と大幅な差はないが１学年の人数が前年より31
名多いことから、Ａ高校の在籍数は年度途中の進路
変更等に加え、その年の入試出願倍率の変動により
入学者数が増減し在籍生徒数に差が生じる学校であ
ると考えられる。
　 　学年ごとの該当生徒数を年度で比較すると、１学
年では２名の増、３学年では６名の増であったが、
２学年が６名の減であったため、全学年の該当生徒
数は２名の増にとどまった。在籍生徒数に占める該
当生徒数の割合は、１、２学年ともに減少していた
が、３学年では男女ともその割合は増加していた。
２）該当生徒一人に対する回答者数とその内訳
　表３は、該当生徒一人に対して何人の教員が回答し
たか、回答者数によって該当生徒の内訳を表記したも
のである。該当生徒の中で、回答者が最も少ない生徒
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表２　Ａ高校の在籍生徒数に対する該当生徒数の割合（％）と男女の内訳
H21年度 H22年度 増減（H22－H21）
在　籍
生徒数
（人）
該　当
生徒数
（人）
在籍数に占
める該当数
の割合
（％）
在　籍
生徒数
（人）
該　当
生徒数
（人）
在籍数に占
める該当数
の割合
（％）
在　籍
生徒数
（△）
該　当
生徒数
（△）
在籍数に占
める該当数
の割合
（ポイント）
１学年
男子 79 10 12.7 98 14 14.3 19 4 1.6
女子 90 5 5.6 102 3 2.9 12 △ 2 △ 2.6
計 169 15 8.9 200 17 8.5 31 2 △ 0.4
２学年
男子 74 12 16.2 78 9 11.5 4 △ 3 △ 4.7
女子 113 5 4.4 90 2 2.2 △ 23 △ 3 △ 2.2
計 187 17 9.1 168 11 6.5 △ 19 △ 6 △ 2.5
３学年
男子 104 4 3.8 72 8 11.1 △ 32 4 7.3
女子 89 3 3.4 113 5 4.4 24 2 1.1
計 193 7 3.6 185 13 7.0 △ 8 6 3.4
全生徒
男子 257 26 10.1 248 31 12.5 △ 9 5 4.2
女子 292 13 4.5 305 10 3.3 13 △ 3 △ 3.8
計 549 39 7.1 553 41 7.4 4 2 0.3
※在籍生徒数はともにその年の９月現在の数字
は１名の教員から、最も多い生徒は９名の教員から回
答がよせられたため、回答者数の下限を１名、上限を
８名以上に設定した。以下、回答者が１名の場合を「単
独」回答者、２名以上の場合を「複数」回答者と記す。
⑴　平成21年度の回答者数とその内訳
　 　平成21年度の該当生徒39名中25名（64 .1％）は、
それぞれ回答者が単独の生徒である。１学年では15
名中10名（66.7％）、２学年では17名中12名（70.6％）
と、半数以上の生徒の回答が単独回答であった。複
数の教員から回答があった生徒は14名（35 .9％）で
あり、最も多い生徒は８名の教員から回答が寄せら
れた（該当生徒39名中２名）。そのうち、１名は気
分変調症の診断名を持つ生徒であり、もう１名は、
発達障害等の診断名は下されていないが生活面や行
動面で発達障害の特性と類似した部分が見られ、入
学時より教員間で話題に上っていた生徒である。ま
た、不登校の生徒１名は複数の教員から回答があっ
たが、身体に障害のある生徒（平成21年度１名在籍）
や摂食障害で加療中の生徒（平成21年度１名在籍）
については、それぞれ１名の教員からしか回答は寄
せられなかった。
⑵　平成22年度の回答者数とその内訳
　 　平成22年度の調査では、回答者が単独であった生
徒は該当生徒41名中25名（61 .0％）であった。１学
年 は17名 中７名（41 .2％）、３学 年 は13名 中８名
（61 .5％）であったが、２学年では該当生徒11名中
10名（90 .9％）と、非常に高い数値であった。複数
の教員から回答があった生徒は16名（39 .0％）であ
り、最も多い生徒は９名の教員から回答が寄せられ
た（該当生徒41名中１名）。複数の教員から回答が
あった生徒のうち、３名以上から回答のあった生徒
は４名のみであり、１または３学年に在籍する生徒
であった。
⑶　平成21年度と平成22年度の比較
　 　平成21年度と平成22年度を比較すると、複数の教
員から回答のあった生徒の内訳に変化が見られた。
３名以上の教員から回答のあった生徒数の合計が、
平成21年度は７名と、複数の教員から回答があった
生徒14名のうちの半数であったが、平成22年度は複
数回答者16名のうち４名と大幅に減少した。２名の
教員から回答のあった生徒の数が増加し、全該当生
徒数の３割近くを占めていた。
３）回答者の所属と該当生徒との関係
　該当生徒と回答者との関係性を明確にするため、回
答者を「学級担任」、「教科担任」、「その他教員」の３
つに分類した。Ａ高校では、各クラスに学級担任１名、
副担任が１名配置されており、各学年には専任の学年
主任が１名、担任等と兼務する副主任が１名いる。そ
れ以外の教員は各学年に所属し、学年行事等に参加し
ている。それを踏まえ、表４では、Ａ高校の教員で学
級担任を務めている者を「学級担任」、副担任を「副
担任」、学級担任及び副担任のいずれでもない教員（非
常勤講師含む）を「その他教員」に分類し、調査票Ⅰ
に対する回答とともにまとめた。また、表５では、該
当生徒の学級担任を務めている者を「学級担任」、学
級担任ではないが該当生徒の教科指導を担当している
者を「教科担任」、学級や教科指導で該当生徒とは直
接関わっていない教員（養護教諭、実習助手、学年主
任含む）を「その他教員」に分類し、該当生徒に対し
て何名の回答者がいたかで「単独」と「複数」に分け、
それぞれの所属を表記した。表５中にある数字は、該
当生徒に対し何人の教員が回答し、その回答者がどこ
に属するか、その内訳を表したものである。
⑴　調査票Ⅰに対する回答と回答者の所属
　 　調査票Ⅰに対して、「該当生徒あり」と回答した
教員の多くは学級担任であり、平成21年度、22年度
ともに全学級担任15名中12名（80 .0％）が回答して
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表３　該当生徒一人に対する回答者数とその内訳（人）
回答者数 １名 ２名 ３名 ４名 ５名 ６名 ７名 ８名～ 計
H21
１学年 10 1 2 1 1 15
２学年 12 3 1 1 17
３学年 3 3 1 7
計 25 7 3 1 0 1 0 2 39
H22
１学年 7 8 1 1 17
２学年 10 1 11
３学年 8 3 1 1 13
計 25 12 1 1 1 0 0 1 41
いた（表４）。学級担任の多くが該当する生徒がい
ると認識しているのに対し、副担任で「該当生徒あ
り」と回答した数は、平成21年度は15名中８名
（53.3％）、平成22年度は15名中９名（60.0％）と学
級担任よりも低い数値であった。その他教員につい
ては、年度によって回答者数が違うため単純に比較
はできないが、平成21年度の結果を見ると、学級担
任や、副担任といったクラス経営のない立場の教員
（講師含む）も、「該当する生徒がいる」という認
識を持っている者が複数存在し、「該当する生徒は
いない」と感じる教員の数を上回っていた。
⑵　平成21年度の回答者の所属と該当生徒数（表５）
　 　回答者が単独であった25名の該当生徒について、
最も多くの回答者が属していたのは教科担任であ
り、25名中15名（60 .0％）であった。次いで学級担
任の８名（32.0％）、その他教員は２名のみであった。
回答者が複数であった14名の該当生徒では、学級担
任と教科担任の組み合わせが最も多く、14名中７名
と半数を占めた。該当生徒の中で最も多い８名の教
員から回答を得た２名の該当生徒は、教員と該当生
徒との直接的な関わりの有無に関係なく、学級担
任、教科担任、その他教員と分類した全ての教員か
ら回答を得ていた。回答者が単独であった生徒で
は、その他教員も少数ながら存在したが、回答者が
複数の生徒では、教科担任のみからの回答はあった
がその他教員のみの回答はなかった。
⑶　平成22年度の回答者の所属と該当生徒数
　 　平成22年度の調査結果では、回答者が単独であっ
た該当生徒25名に対する回答者の所属の内訳は、学
級担任10名（40 .0％）、教科担任９名（36 .0％）、そ
の他教員６名（24 .0％）である。複数回答では、学
級担任と教科担任の組み合わせが最も多い６名
（24.0％）で、次いで教科担任のみの４名（16.0％）
であった。平成22年度も、回答者が複数であった該
当生徒に対して、その他教員のみの回答はなかった
（表５）。
⑷　平成21年度と平成22年度の比較
　 　回答者が単独であった該当生徒について、平成21
年度は教科担任からの回答が最も多かったが、平成
－192－
宮城教育大学紀要　第45巻　2010
表４　回答者の回答内容別所属の内訳（人）
「該当生徒あり」
と回答した教員
「該当生徒なし」
と回答した教員
回答者の所属 H21 H22 合計 H21 H22 合計
学 級 担 任 12 12 24 3 3 6
副 担 任 8 9 17 7 6 13
その他教員 9 2 11 2 0 2
合計 29 23 52 12 9 21
※ 「その他教員」は、学級担任及び副担任のいずれでもない教員（非
常勤講師含む）。
表５　該当生徒一人に対する回答者数とその所属の内訳（人）
回答者数 １名 ２名 ３名 ４名 ５名 ６名 ７名 ８名～ 計
H21
??
学級担任のみ 8 8
教科担任のみ 15 15
その他教員のみ 2 2
小　　　計 25 25
??
学 級 担 任
＋ 教 科 担 任 3 2 1 1 7
学 級 担 任
＋その他教員 2 2
学級担任＋教科担
任＋その他教員 1 2 3
教科担任のみ 1 1
教 科 担 任
＋その他教員 1 1
その他教員のみ 0
小　　　計 7 3 1 0 1 0 2 14
?
25 7 3 1 0 1 0 2 39
H22
??
学級担任のみ 10 10
教科担任のみ 9 9
その他教員のみ 6 6
小　　　計 25 25
??
学 級 担 任
＋ 教 科 担 任 6 6
学 級 担 任
＋その他教員 2 2
学級担任＋教科担
任＋その他教員 1 1 2
教科担任のみ 3 1 4
教 科 担 任
＋その他教員 1 1 2
その他教員のみ 0
小　　　計 12 1 1 1 0 0 1 16
?
25 12 1 1 1 0 0 1 41
22年度は学級担任が教科担任の回答を抜いた。ま
た、学級担任や教科担任といった、直接該当生徒の
指導に携わる教員以外であるその他教員からの回答
が、該当生徒数２名から６名に増加していた。複数
から回答が寄せられた該当生徒では、該当生徒16名
中12名が教員２名からの回答であり、その２名の所
属の組み合わせは学級担任と教科担任であった。平
成21年度、平成22年度を通して、複数回答の中でそ
の他教員のみの回答はなく、生徒と直接関わる学級
担任や教科担任が回答者の中心となっている。その
中でも、教科担任のみが回答した該当生徒の数が、
平成21年度より増加していた。
４）回答内容の分析と分類
　回答者が記述した内容を分析し、調査票Ⅰにあらか
じめ提示した６項目（「学習面」、「生活面」、「行動面」、
「健康面」、「家庭環境」、「その他」）に分類した。回
収された「調査票Ⅰ」への回答内容は、生徒の学校生
活の状況について詳細に記述されているものも多かっ
たため、該当生徒１名に対する教員１名の回答の中に
は複数の不安項目が含まれていた。そのため、回答さ
れた記述内容の中の不安項目はすべて６項目のいずれ
かに分類した上でカウントした。また、該当生徒の記
名のみで気になる様子が記述されていなかった回答に
ついては、「詳細不明」に分類した。これらの分類結
果をまとめたものが、図１－１及び図１－２である。
　全体的に見ると、平成21年度と22年度ともに最も回
答数が多かったのは「生活面」に関する記述であり、
１学年は他学年の倍に近い数値であった。また、平成
22年度は、平成21年度に比べ、「学習面」、「生活面」、
「行動面」に関する回答数が増えていた。特に、平成
22年度の１学年は、前年の１学年よりも、どの項目も
多い回答数であった。また、平成21年度の１学年は、
「学習面」、「生活面」はどの学年よりも多かったが、
平成22年度に２学年に進級すると、不安項目は１学年
の時よりも減少していた。平成22年度の３学年は、平
成21年度２学年時の調査結果と、大きな数字の変化は
なかった。
５）該当生徒別に見る該当項目の内訳
　該当生徒に対してどの項目の記述が多いか、回答内
容を分析して集計したものが表６－１及び表６－２で
ある。該当生徒は、回答者数が多かった者から順に、
生徒ＩＤを振りあて表記した。一人の該当生徒に寄せ
られる回答の中に、いくつの不安項目が含まれている
か集計したところ、平成21年度では、生徒１人あたり
の平均該当項目数は１学年が1.4、２学年が1.5、３学
年が2.4と、３学年が最も多かった。平成22年度は、
１学年が1.9、２学年が1.3、３学年が1.5と、１学年が
最も多かった。また、平成21年度の１学年が平成22年
度に２学年にあがると、１人あたりの平均該当項目数
は減少していたが、平成21年度の２学年は３学年にあ
がってもその数に変化はなかった。
　該当生徒のそれぞれの該当項目とその項目数を見る
と、平成21年度の調査結果では、３学年と１、２学年
とで大きく異なる点がある。１、２学年では、１人の
生徒が該当する項目数は最大で３であるが、３学年で
は、該当する項目数が最大の生徒は、不安項目の６項
目すべてに該当しており、他の該当生徒も該当する項
目数が多かった。３学年全体としては、該当する生徒
の総数は少ないが、一人ひとりが該当する項目の数が
多いことから、それぞれの生徒が様々な不安要素を抱
えていることが窺える。平成22年度では、どの学年も
１人の生徒が該当する項目数は最大２ないし３であ
り、全ての項目に該当する生徒はいなかった。
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図１－１　該当項目別回答数（Ｈ21年度） 図１－２　該当項目別回答数（Ｈ22年度）
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表６－１　該当生徒に関する記述内容の該当項目数
（平成21年度）
№ 年 生徒ＩＤ 回答者数
学習
面
生活
面
行動
面
健康
面
家庭
環境
その
他
無回
答
該　当
項目数
※ 無回答
除く
1 1 H21.１‒Ａ 6 6 7 2
2 1 H21.１‒Ｂ 4 3 1 1
3 1 H21.１‒Ｃ 3 1 2 2 2
4 1 H21.１‒Ｄ 3 3 1 1 3
5 1 H21.１‒Ｅ 2 1 4 2
6 1 H21.１‒Ｆ 1 1 1
7 1 H21.１‒Ｇ 1 1 1
8 1 H21.１‒Ｈ 1 1 1
9 1 H21.１‒Ｉ 1 1 1 2
10 1 H21.１‒Ｊ 1 1 1
11 1 H21.１‒Ｋ 1 1 1
12 1 H21.１‒Ｌ 1 1 1
13 1 H21.１‒Ｍ 1 1 1
14 1 H21.１‒Ｎ 1 1 1
15 1 H21.１‒Ｏ 1 1 1
小計（１人あたり平均該当項目数） 9 18 7 3 1 2 3 21（1.4）
16 2 H21.２‒Ａ 8 2 5 2 2
17 2 H21.２‒Ｂ 3 2 2 2
18 2 H21.２‒Ｃ 2 1 1 2
19 2 H21.２‒Ｄ 2 2 1 2
20 2 H21.２‒Ｅ 2 1 1 1 3
21 2 H21.２‒Ｆ 1 1 1
22 2 H21.２‒Ｇ 1 1 1
23 2 H21.２‒Ｈ 1 1 1
24 2 H21.２‒Ｉ 1 1 1 2
25 2 H21.２‒Ｊ 1 1 1
26 2 H21.２‒Ｋ 1 1 1
27 2 H21.２‒Ｌ 1 1 1 2
28 2 H21.２‒Ｍ 1 1 1 1 3
29 2 H21.２‒Ｎ 1 1 1
30 2 H21.２‒Ｏ 1 1 1
31 2 H21.２‒Ｐ 1 1 1
32 2 H21.２‒Ｑ 1 1 0
小計（１人あたり平均該当項目数） 8 10 9 3 2 2 3 26（1.5）
33 3 H21.３‒Ａ 8 2 3 2 4 1 1 6
34 3 H21.３‒Ｂ 2 2 1 2
35 3 H21.３‒Ｃ 2 2 1
36 3 H21.３‒Ｄ 2 1 2 1 3
37 3 H21.３‒Ｅ 1 1 1
38 3 H21.３‒Ｆ 1 1 1 2
39 3 H21.３‒Ｇ 1 1 1 2
小計（１人あたり平均該当項目数） 3 7 5 6 2 4 0 17（2.4）
合計回答数 20 35 21 12 5 8 6 64（1.7）
表６－２　該当生徒に関する記述内容の該当項目数
（平成22年度）
№ 年 生徒ＩＤ 回答者数
学習
面
生活
面
行動
面
健康
面
家庭
環境
その
他
無回
答
該　当
項目数
※ 無回答
除く
1 1 H22.１‒Ａ 9 4 7 8 3
2 1 H22.１‒Ｂ 4 4 1 1 3
3 1 H22.１‒Ｃ 2 2 1
4 1 H22.１‒Ｄ 2 1 2 2 3
5 1 H22.１‒Ｅ 2 3 1 2
6 1 H22.１‒Ｆ 2 2 4 2
7 1 H22.１‒Ｇ 2 3 1 2 3
8 1 H22.１‒Ｈ 2 3 2 2
9 1 H22.１‒Ｉ 2 2 1
10 1 H22.１‒Ｊ 2 1 2 2
11 1 H22.１‒Ｋ 1 1 1 2
12 1 H22.１‒Ｌ 1 1 1
13 1 H22.１‒Ｍ 1 1 1
14 1 H22.１‒Ｎ 1 1 1 2
15 1 H22.１‒Ｏ 1 1 1 2
16 1 H22.１‒Ｐ 1 1 1
17 1 H22.１‒Ｑ 1 1 1
小計（１人あたり平均該当項目数） 19 24 15 6 3 1 0 32（1.9）
18 2 H22.２‒Ａ 2 2 1
19 2 H22.２‒Ｂ 1 1 1 2
20 2 H22.２‒Ｃ 1 2 1
21 2 H22.２‒Ｄ 1 2 1
22 2 H22.２‒Ｅ 1 1 1
23 2 H22.２‒Ｆ 1 1 2 2
24 2 H22.２‒Ｇ 1 1 1
25 2 H22.２‒Ｈ 1 1 1
26 2 H22.２‒Ｉ 1 1 1 2
27 2 H22.２‒Ｊ 1 3 1
28 2 H22.２‒Ｋ 1 1 1
小計（１人あたり平均該当項目数） 4 13 1 0 2 0 0 14（1.3）
29 3 H22.３‒Ａ 5 2 6 2
30 3 H22.３‒Ｂ 3 3 1 2
31 3 H22.３‒Ｃ 2 1 2 1 3
32 3 H22.３‒Ｄ 2 2 2 2
33 3 H22.３‒Ｅ 2 2 1 2
34 3 H22.３‒Ｆ 1 1 1
35 3 H22.３‒Ｇ 1 1 1
36 3 H22.３‒Ｈ 1 2 1
37 3 H22.３‒Ｉ 1 1 1
38 3 H22.３‒Ｊ 1 1 1
39 3 H22.３‒Ｋ 1 1 1
40 3 H22.３‒Ｌ 1 1 1
41 3 H22.３‒Ｍ 1 1 1
小計（１人あたり平均該当項目数） 8 13 8 3 0 0 0 19（1.5）
合計回答数 31 50 24 9 5 1 0 65（1.6）
６）該当生徒のその後の経過
　平成21年度の調査で該当した生徒が、１年後の調査
ではどのような結果であったかをまとめたものが表
７－１～３である。平成21年度の調査で該当した１学
年の生徒15名中４名（26 .7％）は、平成22年度の調査
でも該当生徒となっていたが、そのうちの１名（生徒
ＩＤ　H21.１－Ｂ）は、不登校が原因で原級留置とな
り、平成22年度も調査票Ⅰの該当生徒となった（生徒
ＩＤ　H22 .１－Ｍ）。平成21年度の２学年は、該当生
徒17名中７名（41.2％）が平成22年度も該当生徒となっ
ていた。しかし、そのうち１名は、平成21年度の年度
途中で進路変更をしたため、平成22年度の調査では対
象外となっていた。平成21年度の３学年の該当者７名
は、全員高校を卒業し６名は大学や専門学校へ進学し
ていたが、最も回答者数が多く不安項目の該当数も多
かった生徒の卒業後の進路は未定であった。
　平成22年度の「調査票Ⅰ」の複数の教員から回答の
あった３学年の該当生徒13名中１名（7.7％）も、「調
査票Ⅰ」の実施後に年度途中で進路変更をした。
４．考察
１）該当生徒の状況と継続的な調査実施の意義
　本調査により、Ａ高校には高校生活を送る上で、何
らかの困難さを抱える生徒が複数名在籍することが確
認された。該当生徒の男女比は、平成21年度の調査結
果では２：１、平成22年度は３：１であったが、行動
の激しさから「気になる」生徒が男子に多い傾向があ
る（本郷他、2009）ことから、この調査結果が特別に
多い数字ではないと考える。また、学年が上がるにつ
れ女子の割合が高まる傾向がある（本郷他、2009）が、
これは逆を返せば学年が上がるにつれ、男子の特性が
目立たなくなる、ということである。平成21年度と平
成22年度を比較すると、確かに、平成21年度１学年で
該当する男子生徒は10名（12 .7％）であったが、平成
22年度２学年では９名（11 .5％）に、平成21年度２学
年で12名（16 .2％）であった該当する男子生徒は、平
成22年度３学年では８名（11 .1％）に減少していた。
どちらの学年も、学年進行とともに該当する男子生徒
の割合が減少しているが、平成21年度の該当生徒の中
には、年度途中に進路変更をし、平成22年度調査の対
象外になった生徒や、原級留置により同一学年にとど
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表７－１　該当生徒のその後の経過
（平成21年度１学年在籍生徒）
№ 年 生徒ＩＤ 回答者数 H22.4.時点
H22年度
実態
調査票Ⅰ
回答
者数 生徒ＩＤ 備考
1 1 H21.１‒Ａ 6 進級
2 1 H21.１‒Ｂ 4 原級留置 該当 1 H22.１‒Ｍ 不登校
3 1 H21.１‒Ｃ 3 進級 該当 2 H22.２‒Ａ
4 1 H21.１‒Ｄ 3 進級
5 1 H21.１‒Ｅ 2 進級 該当 1 H22.２‒Ｄ
6 1 H21.１‒Ｆ 1 進級 肢体不自由
7 1 H21.１‒Ｇ 1 進級
8 1 H21.１‒Ｈ 1 進級
9 1 H21.１‒Ｉ 1 進級
10 1 H21.１‒Ｊ 1 進級 該当 1 H22.２‒Ｃ
11 1 H21.１‒Ｋ 1 進級 摂食障害
12 1 H21.１‒Ｌ 1 進級
13 1 H21.１‒Ｍ 1 進級
14 1 H21.１‒Ｎ 1 進級
15 1 H21.１‒Ｏ 1 進級
表７－２　該当生徒のその後の経過
（平成21年度２学年在籍生徒）
№ 年 生徒ＩＤ 回答者数 H22.4.時点
H22年度
実態
調査票Ⅰ
回答
者数 生徒ＩＤ 備考
1 2 H21.２‒Ａ 8 進級 該当 5 H22.３‒Ａ
2 2 H21.２‒Ｂ 3 進路変更 対象外
3 2 H21.２‒Ｃ 2 進級
4 2 H21.２‒Ｄ 2 進級 該当 1 H22.３‒Ｋ
5 2 H21.２‒Ｅ 2 進級 該当 1 H22.３‒Ｅ
6 2 H21.２‒Ｆ 1 進級
7 2 H21.２‒Ｇ 1 進級 該当 1 H22.３‒Ｌ
8 2 H21.２‒Ｈ 1 進級
9 2 H21.２‒Ｉ 1 進級
10 2 H21.２‒Ｊ 1 進級 該当 2 H22.３‒Ｅ
11 2 H21.２‒Ｋ 1 進級
12 2 H21.２‒Ｌ 1 進級
13 2 H21.２‒Ｍ 1 進級
14 2 H21.２‒Ｎ 1 進級 該当 1 H22.３‒Ｊ
15 2 H21.２‒Ｏ 1 進級
16 2 H21.２‒Ｐ 1 進級 該当 2 H22.３‒Ｃ
17 2 H21.２‒Ｑ 1 進級
表７－３　該当生徒のその後の経過
（平成21年度３学年在籍生徒）
№ 年 生徒ＩＤ 回答者数 H22.4.時点
卒業後の
進路
1 3 H21.３‒Ａ 8 卒業 未定
2 3 H21.３‒Ｂ 2 卒業 大学
3 3 H21.３‒Ｃ 2 卒業 大学
4 3 H21.３‒Ｄ 2 卒業 大学
5 3 H21.３‒Ｅ 1 卒業 専門学校
6 3 H21.３‒Ｆ 1 卒業 専門学校
7 3 H21.３‒Ｇ 1 卒業 大学
まっている生徒も含まれるため、割合の減少の度合い
を正確に計ることは、この２回の実態調査だけでは難
しい。男女比の傾向や減少の割合は、今後も継続的に
実態調査を行うことによって、より明確に掴むことが
できるだろう。
　該当生徒を学年別に捉えると、平成21年度調査で
は、３学年の該当生徒数が他学年に比べ極端に少な
かった。もともと該当する生徒が在籍しなかった可能
性もあるが、この数字の背景には、高校３年生までの
２年間の指導の中で、生徒の気になる点が改善した、
または困難さがさほど気にならなくなった、というこ
とが考えられる。しかし、それと同時に、該当した生
徒が３学年まで進級する間に、学校生活に何らかの不
適応を起こし進路変更をした、ということも考えられ
る。その真意が判明するのは、該当生徒として名前が
あがった生徒のその後の経過をたどった時であり、そ
のためにも実態把握を継続的に行うことは大変意義の
あることだと考える。今回は連続する２年間の調査で
あったが、この２回の調査だけでも、該当生徒の中か
ら実際に進路変更をした生徒や原級留置になった生
徒、また、卒業はしたものの進路は未定の生徒など、
学校生活に何らかの不適応を起こした生徒やその後の
進路に課題を抱える生徒の存在が明らかになった。
２）高等学校の現状に応じた実態把握の方法
　「調査票Ⅰ」は、高等学校には発達障害に関する専
門的知識を有する教員が少なく、教員が持つ特別支援
教育に関する知識量や理解度にばらつきがあること、
また十分に特別支援教育体制が整備されていないこと
を前提とし作成された。そのため、発達障害に関する
知識や理解に関わらず、各教員の日常の気づきを重視
し、どの教員も回答できるよう、それぞれの言葉で生
徒の気になる様子を記入する自由記述形式とした。す
なわち、「調査票Ⅰ」は、全校生徒の中から、何らか
の困難さを抱える生徒を抽出するための調査であり、
生徒の実態を把握するための第一段階である。よっ
て、この調査で該当した生徒の気になる様子がすべ
て、発達障害の特性に直結するものではなく、発達障
害の可能性の有無を直接的に判断する性質のものでは
ない。このように、あえて障害という枠で固定せず生
徒の実態について回答を求めたことで、多くの教員か
ら生徒に関する情報を収集することができた。それに
より、これまで教科を越えて話題にしにくかった指導
の困難さや、授業内での生徒と教員の関わりなどが浮
き彫りになった。また、「調査票Ⅰ」を通して、生徒
の実態だけでなく、各教員の困り感や指導上の不安感
なども明確になり、生徒を多面的に捉えることができ
た。「調査票Ⅰ」の該当生徒の中に発達障害により特
別な支援が必要な生徒が含まれるかどうか、回答内容
と照らし合わせながら該当生徒を観察することで、支
援対象生徒の絞り込みができるであろう。その上で、
発達障害に関するチェックリストや調査シートを活用
すると、生徒の特性をより深く理解できるのではない
かと考える。
３）教員の気づきとその傾向
　「調査票Ⅰ」の自由記述から、多くの教員が、授業
や部活動などの日常の指導の中で、生徒の様子を敏感
にとらえるとともに、指導上の困難さや不安感を抱え
ていることが明らかになった。回答者が最も注目する
不安項目は「生活面」であり、該当する生徒数や回答
内容が最も多く、次いで「学習面」や「行動面」であっ
た。「生活面」では該当生徒の欠席日数や集団の中で
孤立する様子が、「学習面」では授業中の学習意欲や
学力、課題への取り組み状況が、「行動面」では感情
の激しさや突然の変更に対するパニック状態などに関
する記述が見られた。しかし、身体に障害を抱えてい
る生徒や病気を抱えている生徒の「健康面」に関する
記述はほとんど見られなかった。教員にとって、生徒
の身体に障害等があっても、学校生活に支障を来さな
ければ気になる生徒には該当しにくいことが示された。
　今回の調査結果では、回答者が単独の生徒と複数の
生徒を分けて集計したが、複数の教員から回答が寄せ
られた生徒に関する記述には、それぞれ共通する内容
が見られた。また、回答者が単独であった生徒につい
ては、普段は気づかない生徒の様子や、回答者以外は
知りえない生徒の一面なども記載されており、生徒を
理解する上で大変重要な情報が得られた。教科担任制
の高等学校では、各教員が把握する生徒の実態は断片
的なものとなりがちである。学級担任をしていても、
担当する授業の関係で、クラスの生徒に教科指導を行
わない場合もあり、必ずしも学級担任が生徒の実態を
最も把握しているとは限らない。また、教科に対する
得手不得手や、実技科目などの指導上の特質などか
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ら、授業によって一人の生徒が全く違った様相を呈す
る場合も少なくない。何らかの問題を抱えていても、
クラスや教科指導の中で特に目立つ行動がない場合、
生徒が抱える困難さは見過ごされてしまい、問題が顕
在化するころには深刻さを増していることもある。教
員間の認識のズレは、生徒の特性に対する誤解や無理
解、生徒への支援が一部の教員のみに偏る要因にもな
る。教員それぞれが持つ生徒に関する情報を、実態調
査という形で集約し還元することは、生徒に対する理
解を深め、教員間の共通理解を図る上で有効だと考え
る。
４）教員の気づきと特別支援教育とのつながり
　平成21年度に１、２学年でそれぞれ最も回答者の多
かった生徒２名（生徒ＩＤ　H21.１－Ａ、H21.２－Ａ）
のうち、１名は平成22年度調査でも該当し、もう１名
は該当していない。２人の違いは、該当する項目とそ
の回答内容にある。平成22年度調査で該当しなかった
生徒（生徒ＩＤ　H21.１－Ａ）の該当項目は「学習面」、
「生活面」の２つであり、学習意欲や態度、課題の提
出、遅刻等に関する内容の記述が中心であった。平成
22年度におけるこの生徒の学校生活の様子を確認する
と、学習面については芳しくない状態であるが、遅刻
等の生活面には改善した部分もみられた。それに対
し、平成22年度も該当した生徒（生徒ＩＤ　H21.２－
Ａ、平成22年度調査では生徒ＩＤ　H22.３－Ａ）は「生
活面」、「行動面」の２つの項目であり、どちらの年度
の調査にも「急な変更に対応できずパニックになる」、
「感情が高まりやすく突然泣き出す」、「会話が苦手で
ある」といった行動特性が記述されていた。
　どちらの生徒も発達障害の診断名は持たず、これま
で困難さを抱えながら学校生活を継続してきた。しか
し、生徒が持つ困難さには様々な要因が含まれてい
る。これらの特性が発達障害からくるものかどうかを
判断することは、「調査票Ⅰ」の回答内容ではもちろ
ん不可能である。しかし、回答内容を土台にすること
で、気になる生徒へのチェックリストの活用や専門機
関等への相談など、次のステップへ進むことが可能に
なるのではないだろうか。
　高等学校に特別支援教育が導入された当初、実態把
握を実施した学校は全国でも４割に満たなかった（表
１）。支援体制が整いつつある平成21年度でも、校内
委員会の設置やコーディネーターの指名が全国で９割
をはるかに超えているのに対し、実態調査は宮城県で
は約６割、全国平均でも８割弱の学校でしか行われて
いない。これには、発達障害に関する専門的な知識を
持つ教員が少ないことが起因していると思われるが、
それよりも高等学校の教員が特別支援教育をこれまで
の高等学校の教育とは違う、何か特別なものであり何
か特別なことをしなければならない、と特別支援教育
の導入に対して身構えているからではないだろうか。
本研究で実施した「調査票Ⅰ」の回答には、教員の日
常の気づきがたくさん含まれていた。発達障害に関す
る専門的知識の有無に関わらず、教員は学校生活の中
で生徒の特性を敏感に感じ取っているのである。特別
支援教育を今後さらに推進するためには、このような
教員の気づきを拾い上げ蓄積することが重要になるだ
ろう。
５．まとめ
　本研究では、特別支援教育が導入されて間もない高
等学校の現状を踏まえ、生徒の実態を把握するための
「調査票Ⅰ」を作成し、実際に調査研究をすることで
高等学校における実態把握のあり方を検討した。「調
査票Ⅰ」の実施には、宮城県内の県立高等学校の協力
を得て、２年間にわたり継続的調査研究を行った。そ
の調査結果を基に生徒と教員の実態について分析した
結果、高等学校には発達障害の診断名の有無に関わら
ず、教員から見て何らかの困難さを抱える生徒が複数
名在籍していることが示された。また、実態調査に該
当した生徒の中には、学校生活に不適応を起こし進路
変更や原級留置となった生徒も含まれていた。生徒が
抱える困難さは、学習面や生活面、行動面など多岐に
わたり、生徒の特性によっては複数の教員にその困難
さが認識されている場合もあるが、一部の教員のみが
生徒の困難さを把握している場合も少なくなかった。
　実態把握調査を行うことには、三つの意義があると
考える。一つは、生徒の特性に関する情報収集であり、
もう一つは、教員の抱える指導上の不安感や負担感の
把握、そして三つめが教員への意識の啓蒙である。特
別支援教育に限らず、新しい取り組みを行うことに対
して、教員が抵抗感や負担感を持つことは否めないこ
とであり、特に、特別支援教育の歴史がない高等学校
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に特別支援教育の視点を導入することは困難な作業で
もある。しかし、教員の実態と負担を考慮した実態把
握調査を実施することによって、それまで漫然と捉え
ていた生徒の特性について教員は意識を向けるように
なり、調査に回答することでその後も生徒への関心は
持続する。すなわち、普段の教員の気づきを集約する
実態把握調査こそが、特別支援教育のはじまりなので
ある。
　本研究で得られた調査結果は、今回「調査票Ⅰ」を
用いて実態把握調査を行ったＡ高校に限った問題では
ない。生徒の特性からくる様々な問題や教員の抱える
不安感、指導の困難さには、特別支援教育のスタート
ラインに立ったばかりのいずれの学校にも共通するも
のがあるであろう。本研究では、生徒の実態について、
不安項目に該当する生徒と、回答する教員の関係や傾
向を中心に実態調査の有用性に関する考察を行った。
今回得られた調査研究には、まだまだ分析すべき重要
な項目が含まれており、該当生徒及び回答者の傾向に
ついて詳細な検討を行うことが、より実践的な生徒の
実態把握を行うための調査方法の開発に繋がると考え
る。今後も調査内容や集計方法に改良を加え実態把握
調査を継続することで、高等学校の現状と生徒の実態
をより的確に把握することができるであろう。
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